




２．中心市街地の整備 

〇浪江駅周辺における中心市街地の再生について、まず浪江駅前を先導整備

エリアとして位置づけ、本年度具体的な整備計画を策定することから、用地

取得、施設整備をはじめ包括的な整備に係る十分な予算の確保や技術的側

面の支援を行うこと。 

 

３．移住・定住の促進 

〇今般の特措法（福島復興再生特別措置法）の改正において、「移住・定住」

の考え方が盛り込まれた。当町としても、「交流人口を拡大する施策」と 

「交流人口から定住人口に繋げる施策」をソフト・ハード両面で検討してい

る。国においても現場主義を徹底し、地元の意向に対応できるよう、十分な

予算の確保及び柔軟な支援制度を構築すること。 

〇特にハードについては、当地域が住宅解体の進む地域であることから、移住

支援の拠点や古民家を再生した「お試しハウス」の整備ができるような支援

メニューを検討すること。 

 

４．営農再開に向けた支援 

〇当町は、豊かな水と土壌に恵まれ、農業を基幹産業として発展してきた。しかし

ながら、震災前約２，１１０ｈａであった営農面積は、未だ１３４ｈａと１割にも満たな

い大変厳しい状況である。 

〇カントリーエレベーター、育苗施設などの整備を進めながら営農再開の促進を 

図っているものの、住民の帰還が進んでおらず、農地の集約、担い手の確保が

大きな課題となっている。これらの課題を解決するため、十分な予算の確保や担

い手の法人化、農業法人の参入に向けた技術的・制度的な助言など、地域の実

情に応じた一律ではなくきめ細やかな支援を行うこと。 

 

５．水素の利活用に向けた支援 

〇当町は、本年３月に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、浪江産水素を活用し

た町づくりで地球温暖化防止に貢献したいと考えている。 

〇当町においては、道の駅に燃料電池を設置することを皮切りに、浪江産の 

水素を地産地消していく取組を積み重ねていきたい。更なる利活用の促進

に向けて、町内に浪江産水素の充填環境の整備はもとより、ＦＨ２Ｒという

施設が実証実験後において、被災地に裨益しうる存在となるよう、支援を 

行うこと。 

〇県内外において、さらなる需要の拡大、新たな需要の創出のためには、  

法規制や価格など越えなければいけないハードルがいくつもある。課題 

解決に向け、より一層の支援・指導を行うこと。 

 

以上 


